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認 定 書

未来工業株式会社

代表取締役社長 山田 雅裕 様

国土交通大臣  太田

下記の構造方法等については、建築基準法第 68条の 26第 1項 (同法第 88条第 1項にお

いて準用する場合を含む。)の規定に基づき、同法施行令第 129条の 2の 5第 1項第七号ハ

(防火区画貫通部 1時間遮炎性能)の規定に適合するものであることを認める。

記

1.認定番号

PS060WL-0754

2.認定をした構造方法等の名称

ケーブル 0電線管・給水管・排水管/膨張黒鉛石油ワックス混入クロロプレ

ン系ゴム表張膨張黒鉛石油ワックス混入ブチル系ゴムシー ト0シ リコーン系
シー リング材充てん/壁耐火構造/貫通部分 (中空壁を除く)

3.認定をした構造方法等の内容

別添の通 り

(注意)こ の認定書は、大切に保存 しておいてください。
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別 添

1.構造名 :

ケーブル・電線管・給水管・排水管/膨張黒鉛石油ワックス混入クロロプレン系ゴム表張膨張黒鉛石

油ワックス混入ブチル系ゴムシー ト・シリコーン系シーリング材充てん/壁耐火構造/貫通部分 (中

空壁を除く)

2.申請仕様の寸法等 :

申請仕様の寸法等を表 1に示す。

表1 申請仕様の寸法等

3.申請仕様の構成材料 :

申請仕様の構成材料を表2に 、ケープル・配管の構成材料を表3に 示す。
申

項  目 申 請 構 造

開口部
形状 円形 (φ 68皿皿以下 )

面 積 00036h2以 下

占積率

(開 口面積に対する配管の断面積の総合計の割合)

852%以下

配管と躯体との隙間寸法

(ク リアランス )

2～ 1011ull

貫通する壁の構造等

片面強化せっこうポー ド重張/軽量鉄骨下地間仕切壁

(国土交通大臣認定耐火構造 :

FP060NP-0007、  FP060NP-0046、  FP060NP-0049、  FP060NP-0075

FP060NP-0185、  FP060NP-0189、  FP060NP-0192、  FP060NP-0233

FP060NP-0250、  FP060NP-0258、  FP060NP-0294、  FP060NP-0345

FP060NP-0360)

厚さ4211ull以 上

表 2 請仕様の構成材
項  目 申 請 仕 様

材料
膨張黒鉛 。石油ワックス混入クロロプレン系ゴム表張/膨張黒鉛・石油

ワックス混入ブチル系ゴムシー ト(樹脂製メッシュ付)

寸 法 幅601un以 上×厚さ1.Ollllll以 上 (0_5mm以 上 +0_511ull以 上 +0.511ull以下)

使用箇所 配管に巻き付け

耐
火
ヽ

基材①
(熱膨張性耐熱ゴム)

材料 膨張黒鉛・石油ワックス混入クロロプレン系ゴム

密度 13(=02)g/cm3

組成

(質量%)

厚 さ 0.5111El以上
―

ト

基材②

(熱膨張性耐熱バテ)

材料 膨張黒鉛 。石油ワックス混入ブチル系ゴム

密度 1.2(=0.2)g/cm3

組成

(質量%)

厚 さ 0 5皿Ⅲ鬱ス_L

基材③

(樹脂製メッシュ)

(あ り又はなし)

材料

種類 :1)又 は2)

1)オ レフィン系樹脂

2)ポ リエチレンテレフ豊レート樹脂 lPET)

厚 さ 0.5mm以下

充てん材

材料 シリコーン系シーリング材(J1l A 57581

使用箇所

(使用量 )

壁と耐火シー トとの隙問

(奥行き4211ull以 上密に充てん)

―
l―



表3 申請仕様のケーブル・配管の構成材料

項  目 申 請 仕 様

ケーブル (電線 )

導体 (又 は芯線 )

の断面積

1本あたり 0 7511ul12以 下

総合計 2 2511ul12以 下 (銅等の金属類)

総有機量 0 095kg/m以 下

導体 (又 は芯線 )

の種類
銅、ガラス繊維、その他これらに類する不燃性の材質

絶縁体

ポリエチレン系
厚
さ 0 611ull以下塩化 ビニル系

EPR(エチレンプロピレン系)

介在 (円 形に調整

する充てん材)

紙、ジュー ト、又はポリオレフィン

シース

ポリエチレン系

厚
さ 1 0mm以 下

塩化ビニル系

合成ゴム系

ポリオレフィン

電線管

給水管

排水管

(以下、配

管という)

配管の種類

合成樹脂製可とう管 (さ や管)

(ただしHS C 84H(CD管 )と 同等の性能 :

可とう性、圧縮復元性、耐衝撃性、耐熱

性、絶縁耐力、絶縁抵抗)

材質 :ポ リエチレン樹脂製

外

径

φ42111111以 下

(ただ し楕円形状

は42× 2711ull以 下 )

厚
さ

架橋ポリエチレン管※

(JIS K 6769、  JIS K 6787、  JXPA 401(夕 晨

橋ポリエチレン管工業会規格)又 はこれ

らの規格における引張降伏強さ、耐圧性、

浸出性、耐塩素水性、ゲル分率の規定に

適合する管)

φ2711ull以下 3 5mm以下

ポリブテン管

(HS K 6778、 JIS K 6792)
φ2711ull以 下 31111111以下

被覆材

(後付タイプ)

(あ り又はなし)

ポリエチレン系樹脂

密

度

33(± 33)kg/m3 1 011ull以 下

(仕上が り外径

48111111以 下 )

ポリウレタン系樹脂

ポリプロピレン系樹脂

ポリスチレン系樹脂

フェノール系樹脂

塩化ビニル系樹脂

ポリウレタン系樹脂 (保温層)と ポリエチ

レン系樹脂 (表皮層)の複合材

グラスウール (JIS A 9504)

ロックウール (JIS A 9504)

ラッピング材

(あ り又はなし)

材料

本体 :アルミニウムはく張ポリエステルフィルム

粘着テープ (ラ ッピング材固定用):1)又は2)

1)ポ リエステル系樹脂

2)ポ リエチレン系樹脂

寸法
本体 :幅 29(± 29)llull以下、厚さ0.034(± 0.0030 11ull以 下

粘着テープ :幅 10(± 1)llull以下、厚さ0.055(± 0.0055)llull以 下

使用方法 挿入管 (電線管又はさや管内に挿入される管)を複数管東ねて巻き付け

※単管使用時において被覆材を後付で用いることの出来る配管

4.申請仕様の構造説明図 :

申請仕様の構造説明図を図 1及び図2に示す。
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配管 (さ や管)内にケーブル・配管

構造説明図
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耐火シー トの詳細図

壁ヽ

配管 (挿入管)

恕 ′々モ

ヽ
Ⅷ
」　
州

´
　

表

―
コ

Ａヽ
　
熙面

配管 (挿入管 )

ラッピング材

(あ り又はなし)

ケーブル (電線)

ト
パ
いミ

ヾ

0

基材② (熱膨張性耐熱パテ)

基材③ (樹脂製メッシュ)

図 1
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(挿入管)を 挿入する場合

ケーブル (電線 )

配管 (挿入管 )

配管 (さ や管)
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立面図

基材① (熱膨張性耐熱ゴム)

基材② (熱膨張性耐熱パテ)

基材③ (樹脂製メッシュ)
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図 2

配管 (被覆材付)単管の場合
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5.施工方法 :

施工図を図3に示す。

施工は以下の手順で行う。

(1)開 口部の確認

開口部の面積、ケーブル・配管の種類、占積率が申請仕様に適合しているか確認する。

(2配管

開口に給水管、排水管、電線管、ケーブルを配管する。

(3)耐火シー ト位置決め

耐火シー トを施工する位置を決め、墨だしする。

に)耐火シー ト施工

①耐火シートを配管に10111111以 上オーバーラップするように巻きつける。

②耐火シート又は配管を墨だし位置にスライドさせる。

③耐火シートをずれないよう配管に圧着する。 (アルミテープ、粘着テープで固定しても良い。)

(5)隙間の充てん
配管と開日の隙間を充てん材で充てんする。ただし配管と躯体の隙間 (ク リアランス)は、2～ 1011111

とする。
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配管 (さ や管)内にケーブル・配管 (挿入管)を挿入する場合
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配管 (被覆材付)単管の場合

図 3 施工図
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充てん材

充てん材

配管(挿入管)|  ＼ヶ―ブル(電線)

充てん材

ラッピング材

(`あ り又はなし)
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